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研究成果の概要（和文）：日本の市町村レベルのパネルデータを使い、主要21作物を対象に、作物別生産性関
数、及び、土地利用関数を推計し、温暖化が作物別土地生産性、作物への転換に及ぼす影響を分析した。その結
果、1～2℃の気温上昇により、北海道では、米、小麦、きゅうり、なす、トマト、ピーマン、みかん、ぶどうの
生産性が上昇する一方、それ以外（かんしょ、だいこん、にんじんなど）の生産性は低下し、関西地方以西で
は、すべての作物の生産性が低下することが分かった。土地利用については、冷涼な気候を好むいちご、りん
ご、はくさい、ほうれんそう、キャベツなどが、比較的温暖な気候に強い米やきゅうり、みかんなどの品目に転
換する可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The climate conditions such as the temperature affect the productivity of 
each crops and thus choice of crops, i.e. the land use. In this study I estimate the productivity 
models and land use model for each of 21 agricultural crops using the city-level panel data in Japan
 to explore the economic impacts of climate change on the Japanese agriculture sector. Our main 
findings are :(1)the temperature rise by 1 or 2 degree C increases productivity of land for rice, 
wheat, cucumber,egg plant, tomato, pepper, mandarin orange and grape and decreases that for the 
other crops in Hokkaido region. On the other hand, the rise decreases the productivity for all the 
crops to the west of Kansai area, (2)the land use for strawberry, apple, spinach and cabbage is 
decreased because of temperature rise,while that for rice, cucumber, mandarin orange, etc is 
increased

研究分野： 環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
地球温暖化によって生じる気候変動（気温

上昇、台風の増加など）は、さまざまな経済
活動に大きなマイナスの影響を与えると考
えられている。このため、温暖化が生じた場
合、具体的にどのような影響を経済に与える
か、また、その場合、どのように適応すれば
その影響を緩和できるか（この政策を当該分
野では、「適応策」と呼んでいる）について、
近年多くの研究がされるようになってきた。 
農業分野についてみると、気温上昇による農
業生産への悪影響を考慮した研究は、大別し
て、（1）個別作物を対象に、生産性への影響
を分析する研究（たとえば、Yokoya and 
Aoyama (2009)など）、（2）ヘドニックアプロ
ーチによって、気温上昇が農地地価に与える
影響を分析する研究（Menderson, Nordhaus 
and Shaw (1994)など）に分けられる。 
（1）の研究については、ほとんどがコメを
対象にした研究であり、日本でも農学分野で
多くの研究蓄積があり、気温上昇がコメの生
産性に与える影響を分析している。しかし、
この研究の問題点は、①気候条件の農作物の
土地生産性への影響だけを分析しており、他
の作物への土地利用の変化を分析対象とし
ていないため、気温上昇による農業部門の悪
影響を過大評価してしまう（たとえば、気温
が上昇して、コメの生産性が低下しても、高
い気温で栽培可能な、付加価値の高い農作物
への移行が可能であれば、作物転換を通じて、
農業収入は増加するかもしれない）、②規模
の大きい地域（都道府県レベル（あるいは、
州レベル）のデータ）を対象とした研究であ
り、同一地域内で気候条件が大きく異なるこ
とを考慮すると、地域を代表する気候変数
（通常は、地域の平均値を用いている）が生
産性へ与える影響は、必ずしも適切に推計さ
れていない可能性がある、などの問題がある。 
(2)の研究については、主に、アメリカの農
業部門を対象に行われている。そこでは、気
温の高い地点では地価が高いという関係を
見つけ、気温上昇は、土地生産性を高める（背
後に、より生産性の高い作物への転換を想
定）ため、アメリカの農業部門にとっては、
むしろいい影響を与える、という結論を導い
ている。ヘドニックアプローチは、理論的に
は、最も高い土地生産性を実現できる作物の
選択を考慮できるという理論上のメリット
があり、その意味において、（1）の研究には
ない、分析上のメリットがある。しかし、こ
の研究の結論を裏付けるためには、現在に加
え、将来の温暖化が生じた時点においても、
「背後に気温が高いほど、より生産性の高い
作物が存在する」ことが保証されていなけれ
ばならないが、現実の農業生産との対応関係
が、明示的に扱われていないため、そのよう
なことが生じている保証はない。また、個別
の作物生産に対して、どのような影響がある
のかについて、明示的に明らかにできないと
いう問題点もある。 

２．研究の目的 
 本研究では、以下の点を明らかにする。 
(1)温暖化による将来の気候変動（気温、

日照時間、降水量など）が生じた場合、それ
による作物別の土地生産性（単位土地面積当
たりの収穫量）、土地利用の変化（より生産
性の高い作物への転換）を通じて、日本にお
ける農作物の収穫量に与える影響 
(2)気候変動による農業部門への経済的な

影響（市町村レベルの地域的な影響の格差と
日本全体の影響） 
 
３．研究の方法 
本研究では、上記の目的を達成するために、

第一に、農作物別に、市町村レベル（1727 市
町村）のパネルデータを用いて、気象変数、
その他経済変数（労働投入量、肥料投入量な
ど）を考慮した土地生産性関数（土地生産性
モデルの構築）、作物別の土地利用関数（土
地利用モデルの構築）を推計する。第二に、
推計結果を用いて、将来の気候シナリオの下
で、シミュレーション分析を行う。 
 
(1)土地生産性モデル 
本研究では、次式で示す通り、作物 jの土

地生産性関数を推計する。  
 

 
添字 iは市町村（1729 市町村）、jは作物(21
品目)、t は年（1996〜2006 年）である。左
辺の被説明変数 Yij,tは、市町村ｉにおける作
物ｊの土地生産性（t/ha）であり、作付面積
(ha)あたりの生産量(t)から算出している。
説明変数について、rainij,t は月別の累積降
水量（mm）、tempij,t は月別の平均気温（℃）、
sunij,tは月別の累積日照時間（時間）である。
ここでは四季の影響をみるため、春（4〜6 月）、
夏（7〜9 月）、秋（10〜12 月）、冬（1〜3 月）
の 3ヶ月平均値を、それぞれの気候変数にお
いて扱う。また、気候条件が単収量に与える
影響は、非線形の可能性があるため、各気候
変数について、2 乗項を加えた。このため、
結果的に（3×4×2=）24 種類の気候変数を説
明変数として利用する。次に、fulltimei,t は
市町村 iにおける専業農家の割合である。専
業農家は、兼業農家と比べて、十分な労働時
間確保でき、より多くの経営ノウハウを持つ
ために、より高い土地生産性を実現できる可
能性がある。このような理由から、専業農家
が多い市町村ほど作物の土地生産性が高ま
る可能性を考慮するために、この変数を用い



た。seniori,tは、農業就業人口に占める高齢
者（65 歳以上）の割合である。高齢化が進む
ほど、土地生産性が低下する可能性がある。
この効果を考慮するために、この変数を使用
した。acreageij,tは作物 jの作付面積である。
面積が大きいほど、規模の経済性が働き、生
産性が上昇する可能性があるため、この変数
を使用した。また、yeartは時系列データのも
つ上昇トレンド、下降トレンドを除去するた
めのタイムトレンド変数である。νiは個別効
果であり、例えば土壌条件や標高などを考慮
している。最後にαは定数項、ϵij,t は誤差項
である。 
 
(2) 土地利用モデル 
 ロジットモデルを作物別の土地利用に応
用し、以下の式で与えられるようなシェア方
程式を推計する。 
 

 
 

ここで、Sij,tは t年における市町村 iの作物
ｊの耕作面積のシェア、grossprofij,tは t 年
における市町村 i作物 jの 1ha あたりの粗収
益（作物価格と土地生産性の積）、worktimej

は作物 j の 1ha あたりの労働作業時間、
fulltimei は市町村 i に占める専業農家の割
合、seniori は市町村 i に占める高齢者農家
（65 歳以上の農家）の割合、yeart はタイム
トレンド変数、ηijは市町村 i の作物ｊに関
する個別効果、μij,tは誤差項を表している。 
このとき、同時に土地利用関数の説明変数

の１つである粗収益（生産性）と誤差項との
相関がもたらす内生性のバイアスの可能性
があるため、操作変数法による２段階推定を
行う。なお、以下では、「ばれいしょ」をベ
ースカテゴリーとして分析する。 
 
(3) データ 
本研究では 1996～2006 年の 11 年分、1727

の市町村のパネルデータを利用する。政府に
よる市町村合併の推進によって、近年、日本
の市町村数は急激に減少している。例えば、
1995年 4月 1日に3234あった市町村は、2006
年 4月 1日には、1820 まで統合・合併が進ん
だ。このため、データ整理の便宜上、該当年
度から 2010 年 3月 31日時点までの全ての市
町村合併、吸収を考慮して各値の加算を行い、
2010年 3月 31日時点の1727の市町村に統一
した。 
本研究で使用した気候変数、月別の降水量

（mm）、月別の平均気温（℃）、月別の日照時

間（時間）は気象業務支援センターより購入
した「アメダス年報」を参照した。アメダス
とは、日本国内約 1,300 か所の気象観測所で
構成される、気象庁の無人観測施設「地域気
象観測システム」の通称である。気象の４要
素(降水量、気温、日照時間、風向・風速)を
観測しているアメダスは、全国 840 地点（約
21km 平方に１地点）に存在する。本研究では
全国 1727 の市町村にて分析を行うため、各
アメダスの経度緯度情報から、各市町村代表
点（市役所、町役場、村役場）との距離を計
測し、最短距離に存在するアメダスの値を、
その市町村の気象データとして利用するこ
ととした。各作物の生産性に関するデータと
して、農林水産省の「作物統計」における「作
況調査」から対象作物の収穫量(t)、作付面
積(ha)の市町村別データを調査年分取得し、
収穫量(t)を作付面積(ha)で割ることで土地
生産性（t/ha）のデータとして利用した。ま
た、本研究では、米、みかん、いちご、りん
ご、ぶどう、小麦、かんしょ（さつまいも）、
だいこん、にんじん、ばれいしょ（じゃがい
も）、さといも、はくさい、キャベツ、ほう
れんそう、レタス、ねぎ、たまねぎ、きゅう
り、なす、トマト、ピーマンの 21 種類を分
析対象とする。これらの品目は、①分析期間
（1996～2006 年）において、日本の品目別産
出額において 10 位以内に入っている、②法
律で指定野菜 とされる 14品目、のいずれか
に属する日本の主要作物である。なお分析対
象の 21 品目は、畜産を除いた農業産出額 5
兆 5712 億円 （2010 年）のうち、約 65％（3
兆 6039 億円）を占める。また、米に関して
は、水稲・陸稲の合計値を、収穫量・作付面
積として利用している。 
農業経営に関するデータは市町村レベル

では取得できなかったため、作物別、年別に
全国平均のものを使用している。農林水産省
の「農業経営統計調査」における「野菜・果
樹品目別統計」から、10a あたりの労働時間、
農業粗収益 の全国平均データを調査年分、
作物ごとに取得した。米および小麦に関して
は、「農業経営統計調査」における「農産物
生産費」から、米及び小麦の 10a あたりの労
働時間、農業粗収益に関する長期累年データ
を取得した。農業経営に関する 10a 単位のデ
ータは、作付面積の単位である ha に統一し
た。また、農業粗収益(千円/ha)に関しては
各作物・各年における全国平均の土地生産性
（t/ha）で割ることで、1t あたりの粗収益（千
円/ha）のデータとして利用した。 
最後に、1995 年農業センサス、2000 年世

界農林業センサス、2005 年農林業センサス、
2010 年世界農林業センサスの、「専兼業別農
家数（販売農家）」「年齢別農業就業人口（販
売農家）」より、各市町村内の販売農家に占
める専業農家数の割合と、農業就業人口 に
占める65歳以上の高齢者の割合を取得した。
5 年ごとのデータであるため、不足年は線形
補完して、調査年分のデータとした。 



４．研究成果 
(1) 土地生産性モデル推計結果 
F 検定とハウスマン検定をそれぞれの推計

について行った結果、全ての作物について、
固定効果モデルが選択された。 
表 1に、21 品目のうち主要な 5品目（米、だ
いこん、みかん、ほうれんそう、トマト）の
推計結果は表 1の通りである。 
ほとんどの作物に関して共通した結果と

して、タイムトレンド変数は正に有意であっ
た。これは品種改良や生産技術の向上を裏付
けるものであるといえる。次に、多くの作物
で、市町村内の同一品目の作付面積は正に有
意な相関をもち、農地の集約が生産性の向上
に寄与するものであることが確認できる。ま
た、高齢農家の割合は負に有意な相関があり、
生産農家の高齢化が生産性の低下に影響を
及ぼすことを裏付ける結果となった。 
気温に関しては、春と夏の気温が一次項、二
次項ともに、米の生産性と有意な相関をもっ
ている。これは全国的な米の栽培暦と一致す
る結果である。さらに米は、稲穂がでる「出
穂期」前後の気候が特に品質・収量を大きく
左右することが知られており、これが全国的
には夏季にあたる。夏季の気温変数の係数は、
１次項は正、２次項は負であり、米の生産性

に対して 24.8℃で最大値をとる上に凸の曲
線を描く可能性が示唆される。ここで夏季の
気温のサンプルを確認すると、ほぼ 25℃付近
を中心に分布しているため、夏季の気温は米
の生産性は、夏季の気温に関して逆 U字型の
関係にあることが確認できる。 
次に、一般に冷涼な生育環境を好むだいこ
んについては、春季の気温変数の係数は、１
次項は正、２次項は負であったが、春の気温
の分布を考慮すると、生産性は春の気温の減
少関数となっていることが確認された。また、
冬の気温についてみてみると、１次項は負、
２次項は正であったが、冬の気温の分布を考
慮すると、生産性は冬の気温の増加関数であ
り、だいこんのような低温耐性のある品目で
あっても、冬季の厳しい寒さが生産性に悪影
響を及ぼすことが確認された。ほうれん草に
ついては、夏の気温の 1 次項は正、2 次項は
負であったが、夏の気温の分布を考慮すると、
生産性は夏の気温の減少関数であり、夏季の
気温上昇は生産性を低下させることが確認
された。ほうれんそうは０℃くらいでも生育
する寒冷地に適した作物であるが、暑さには
弱く、病害や発芽不良を招くとされる。その
ほか、みかんの春の気温は、生産性に対して
正の影響がある。また、夏の適温として

 

表１ 主要な生産性モデルの推計結果 
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算出される 19.7℃がそれほど高くないのは、
夏季の高温被害として報告がみられる果実
の着色不良などが原因である可能性がある。 
 降水量に関して、米は出穂期前後にあたる
夏季が重要である。夏季降水量の係数は、１
次項は正、２次項は負であったが、夏季降水
量の分布を考慮すると、生産性は降水量の減
少関数となっていることが確認された。これ
は出穂期前後の水害による稲の冠水に伴う
病害や、稲の不稔状態の増加を反映している
といえる。みかんについては、夏季降水量の
係数は、１次項は正、２次項は負であったが、
夏季降水量の分布を考慮すると、生産性は降
水量の増加関数となっていることが確認さ
れた。果実肥大期にあたる夏季に水分を最も
必要とするが、日本の夏季の降水量はみかん
にとっては十分ではない場合が多いとされ
ることを反映しているものと考えられる。 
 
(2) 土地利用モデル推計結果 
推計結果は、表 2に示すとおりである。ここ

で、粗収益は誤差項と相関する可能性がある
ことを考慮し、この変数について、気候変数
を操作変数として 2段階推計を実施した。過
剰識別検定においては、いくつかの品目で操
作変数を外生であるとする帰無仮説が棄却
される結果となった。このため結果の解釈に
は注意が必要であるが、内生性検定からは、
操作変数法が支持される結果を得たため、総
合的に判断し、ここでは操作変数法を用いた
結果を記載する。また、パネルデータに関す
る検定から、固定効果モデルが採択された。
以上より、前節の生産性関数の結果から、生
産性変数の推計値を取得した上で推計した。
推計結果から、1ha あたりの粗収益は１％水
準で正に有意な結果となり、作物の生産性が
向上することは、農家がその作物の土地利用
を増加させることが確かめられた。このこと
から、気候変動によって、気温や降水量の変
化は、土地利用にも影響を及ぼすことが確か
められた。 
 

 
表 2 土地利用モデル推計結果 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

(3) 気温変化が作物生産性に与える影響 
生産性モデルの推計結果を用いて、2006 年

時点における３年移動平均の気温と生産性
（t/ha）を基準として、気温が 1～2℃の範囲
で変化した場合に、各作物の生産性がどのよ
うに変化するかをシミュレーションした。 
その結果、1～2℃の気温上昇によって、北

海道では、米、小麦、きゅうり、なす、トマ
ト、ピーマン、みかん、ぶどうの生産性が上
昇する一方、それ以外（かんしょ、だいこん、
にんじんなど）の生産性は低下することが分
かった。東北では、米、小麦、みかん、ぶど
うの生産性が上昇する一方、それ以外の生産
性は低下することが分かった。関東では、1℃
の気温上昇では、米の生産性は上昇するが、
2℃の気温上昇では生産性が低下することが
分かった。それ以外の作物では、1～2℃の気
温上昇で生産性が低下することが分かった。
中部地方では、1℃の気温上昇では、米およ
びみかんの生産性は上昇するが、2℃の気温
上昇では低下することが分かった。それ以外
の作物では、1～2℃の気温上昇で生産性が低
下することが分かった。関西地方以西では、
気温上昇はすべての作物の生産性を低下さ
せることが分かった。 
また、生産性モデルのシミュレーション結

果と土地利用モデルの推計結果を用いて、気
温上昇による生産性への影響を通じた土地
利用の変化についてシミュレーションした。
気温上昇による生産性の低下に伴い、冷涼な
気候を好むいちごやりんご、葉菜類野菜（は
くさい、ほうれんそう、キャベツ）などの生
産農家が、比較的温暖な気候に強い米やきゅ
うり、みかんなどの品目に転換する可能性が
示唆された。一方で、生産性の低下度合いは
小さいものの、生産コストの大きいナス科野
菜（トマト、ナス、ピーマン）の作付面積は
減少することが示された。 
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